


米国のドミノ理論

　去る２月13日、アジア開発銀
行（ADB）が2018年11月に出版
した『アジアはいかに発展したか
―アジア開発銀行がともに歩んだ
50年』（勁草書房）の出版記念
トーク・セッションが、東京のア
ジア開発銀行研究所（ADBI）で
開催され、約120人が参席した。
ADBの中尾武彦総裁、一橋大学
国際・公共政策大学院の浅沼信爾
客員教授、東京理科大学工学部の
大庭三枝教授がパネリストとして
登壇し、朝日新聞の吉岡桂子編集
委員が司会を務めた。
　トーク・セッションでは中国の
「一帯一路」戦略やアジアインフ
ラ投資銀行（AIIB）なども議論
されたが、最大の論点は書籍のタ
イトルにもある通り、「アジアは
いかにして発展したか」だ。筆者
は大庭教授が述べた「戦後アジア
の冷戦構造がアジアの発展を促進
させた」と同じ考えに立っている。
　周知のように、アジアの冷戦構
造はソ連や中国など共産主義圏と、

米国と欧州、日本など民主主義圏
とのアジアにおけるヘゲモニー競
争（勢力争い）から生まれた。そ
れは朝鮮戦争から始まり、ベトナ
ム、カンボジア、ラオスなどイン
ドシナ半島に拡大した。
　米国は、大陸から押し寄せる共
産勢力が南下してドミノ倒しのよ
うに東南アジアの国々が共産化し
ていくという「ドミノ理論」の考
えに立っていた。しかし、最後に
はベトナム戦争で多大な犠牲を払
い、退却を余儀なくされた。それ
を一言で述べるならば、米国は民
族統一・独立への理解が不足して
いたと言われている。
　東南アジア（ここではタイ、マ
レーシア、シンガポール、インド
ネシア、フィリピン、ブルネイの
６カ国を指す）では、北からの共
産勢力の南下を防ぐためにも、経
済発展による国家の安定が急がれ
ていた。
　そうした中で、米国は日本に対
して東南アジアへの経済協力
（ODA）の拡充を強く要請した。
それは、日米安全保障体制下にお

ける日本の役割でもあった。

開発独裁国家

　例えば、インドネシアでは当時、
100万人の党員を抱える共産党の
台頭で、勢力衰退気味のスカルノ
初代大統領は中国政府と東南アジ
アにおける枢軸化を進めようとす
るなど、米国にとっては危険極ま
りない状況にあった。だが、
1965年９月30日、スハルトによ
る軍事クーデターが起こり、スカ
ルノ政権崩壊へつながった。これ
は「9・30事件」と言われてイン
ドネシアの戦後史に深く刻み込ま
れている。
　スハルト軍事政権は後に「開発
独裁」と言われたが、その体制は
軍（治安）、テクノクラート（官
僚による政策立案）、外資導入と
いう三位一体化を目指したもので
あった。そして日・米・欧は、こ
の三位一体化を条件にスハルト政
権を援助した。なかでも経済援助
の主役は日本であった。米国は軍
人、官僚の育成に力を入れた。こ
うした援助を受けてスハルトの長

期・独裁政権は続いた。しかし、
経済発展に伴い教育水準も徐々に
高まり、民主化を求める声が大き
くなり、政権交代が実現して今日
に至っている。
　インドネシアと同じような国造
り成功物語は、フィリピンのマル
コス政権、シンガポールのリー・
クアンユー政権、マレーシアのマ
ハティール政権、ある意味では王
制国家タイの軍事政権もその範疇
に入るかもしれない。後発
ASEANのベトナム、ラオス、カ
ンボジア、ミャンマーなどを見て
も、形態や内容は少しずつ違って
いてもなんらかの形で独裁的か、
それに近い政治体制を敷いている。
　とにかく短期間で国家の近代化
を進めるには、国家を統一できる
政治的、軍事的パワーが求められ
る。それが独裁であろうと、国民
国家の形成にとってはまず強力な
統治力が必要なのだ。その意味で、
アジアの冷戦構造は民族国家、国
民国家づくりに歴史的役割を果た
したとも言える。
　ところが、それは対極にあった
中国にも当てはまる。共産党によ
る一党独裁体制の下で治安を守り、
経済だけを外国に開放して国造り
を成功させている。

次の世紀のアジアへ

　1960年代に戻ると、ADBは当
時の西側に属する東南アジア諸国
の経済開発を支援した。米国は東
南アジア諸国の共産化を防ぐ意味
でも、東南アジアの経済発展を願
った。その意味で米国は日本に応
分の経済協力を求めていたので、

日本のイニシアティブで進められ
るADBの創設には戦略的に賛同
していたに違いない。
　しかし、時代は半世紀を経て大
きく変転した。かつて米国が敵国
視していた中国は、自由経済圏の
中で大きく台頭し、アジア経済の
みならず、世界経済にも多大な影
響力を与え始めている。「一帯一
路」戦略、それを支える目的で創
設されたAIIBには、欧州を含む
多くの国が加盟した。これは、か
つての米国主導の世界戦略に対し
て、返す刀のように世界開発構想
「一帯一路」を打ち出したと言え
るかもしれない。
　ところが、その西側陣営には
ADBも包含されていた。これか
ら、ADBはAIIBとどう協調しな
がら、どう競争するのか。中国の
世界戦略も絡んで、ADBの前途
は決して晴ればかりではなく、不
透明な中国の世界戦略に翻弄され
る恐れがないわけではない。
　一方、日本の安倍晋三政権は
「自由で開かれたインド太平洋」

構想を打ち出しているが、これは
中国の「一帯一路」構想・戦略に、
静かに対抗したものと見られてい
る。これには米国も反対しないだ
ろう。なんとなくかつての西側陣
営の臭いも漂っている。そういう
環境の中で、ADBがどういう行
動をとるのか、総裁が日本人であ
るがゆえに、日米の谷間の中で完
全な政治分離が可能なのか、難し
い判断に直面することも多いこと
だろう。
　冷戦時代は終わっている。しか
し、新たに世界をリードする世界
国家の役割は終わっていない。そ
れを「一帯一路」を掲げた中国が
果たすのか、それとも米国がその
役割をこれまで通りに果たし続け
るのか。
　ADBのみならず、日本も次の
世紀のアジアにおける役割、そし
て世界における役割をどう果たし
ていくことができるのか。今は次
の世紀に向けての第一歩が始まっ
ている、という認識が必要であろ
う。
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冷戦構造とアジアの発展
アジア開銀トーク・セッションから

アジア開発銀行出版記念トーク・セッション。左から2人目が中尾武彦ADB総裁
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特集特集 2019年度ODA予算動向
暗中模索する開発業界

　G20大阪サミット、第７回アフリカ開発会議（TICAD７）の日本開催を背景に

４年連続の増加となった2019年度ODA予算。

日本外交の「足腰強化」や企業の海外展開促進に向け、

より一層求められる“ODAの戦略的活用”とは何か。

　他方、その裏側で続く、

2017年度JICA予算のひっ迫問題を機に本格化した

開発業界の「脱ODA」に向けた動きも探った。

1．制度改革の行方
脱ODAと事業領域の多角化急ぐ
開発コンサルタント

2．13省庁・機関別ODA予算
G20、TICADの年、外交強化狙う
外務省／国際協力機構／財務省／文部科学省／経済産業省／厚生労働省／
農林水産省／国土交通省／総務省／環境省／法務省／金融庁／警察庁



2019年度ODA予算動向～暗中模索する開発事業
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財務省「予算執行調査」を受け

　JICAが「第２フェーズ」と位
置付けるコンサルタント契約の制
度改善に着手したのは、2018年
夏のことだ。背景には、昨年７月、
財務省が発表したJICAコンサル
タント契約に関する「予算執行調
査」があった。
　同調査結果については、すでに
本誌でも再三にわたって取り上げ
ているが、その指摘で注目すべき
ポイントは、①現行調達契約制度
を抜本的に見直し、原則すべての
技術協力に価格が相当程度加味さ
れる一般競争入札等に移行すべき、
②割高なコンサルタントの人件
費・間接経費の積算方法はゼロベ
ースから見直すべき、の２点だ。
　この指摘を受け、JICA調達部
は「国際的なコンサルタント調達
制度の導入」をテーマに掲げ、①
QCBSの導入、②業務従事者の活
用制限緩和、③直接経費の精算手
続きの簡素化、④経費実態調査を
踏まえた経費積算基準の改定、の
４項目を柱に改善作業を進めてい
る。
　このうち業務従事者の制限緩和、

すなわち外国籍コンサルタントの
活用については、業務主任者
（PM）登用の外国籍にかかる制
限撤廃など大幅な緩和策が講じら
れ、すでに18年12月１日以降の
公示案件から具体的な適用が始ま
っている（本誌2019年１月号51
ページ参照）。
　適用開始からそれほど時間が経
過していないものの、現地法人や
子会社など、充実した海外ネット
ワークを持つ大手コンサルティン
グ企業の活用事例が少しずつ積み
上がってきている模様だ。ローカ
ルコンサルタントなど海外リソー
スの有効な活用は「コスト抑制効
果」も大きい。それだけに、円借
款のほか、国際機関や開発途上国
政府が発注する案件の受注を目指
す大手は引き続き、その有効な活
用を検討していく方向にある。
　一方、QCBSの導入については
コンサルティング企業の経営にダ
イレクトに影響を及ぼす懸念があ
る。このため、JICAと業界は昨
秋来、その導入をめぐって意見交
換を繰り返している。
　そもそもQCBS導入検討の発端
は、冒頭で触れた財務省「予算執

行調査」における指摘である。そ
れに対応する形で、JICAは導入
に向けた制度設計を加速させてい
った。コンサルタント業界からは
「技術軽視につながりかねない」、
「ただでさえ収益率が低いのに、
さらに価格競争の要素が加われば
まさに死活問題」といった悲痛な
声が聞かれるものの、QCBS導入
とその適用拡大に向けた動きは止
まりそうもない。
　「何のための意見交換なのか」
とも言いたくなるが、JICAは先
行的に対象業務を絞り込みながら、
この４月からその導入を開始する。

価格点を「20点」へ

　先行的にQCBSを導入・適用す
る業務は、①基礎情報収集・確認
調査（総合評価落札方式の一般競
争入札で実施するものを除く）、
②協力準備調査（無償資金協力を
対象とするものを除く）、③詳細
設計業務、の３分野。JICA調達
部によれば、先行導入業務につい
ては技術評価点と価格評価点の割
合を「80：20」とする。それ以
外の業務に関してはアジア開発銀
行（ADB）の発注実績などを参

考にしながら「70：30」、ある
いは「90：10」の割合を検討し
ていくとしている。また、ダンピ
ング対策として予定価格の80％
を下回る見積価格については、価
格評価点が緩やかに減点されると
いう。
　現行のコンサルタント契約の企
画競争（プロポーザル方式）は、
まず提出されたプロポーザルの技
術点（100点満点）で契約交渉相
手先を選定。ただ、技術評価点が
僅差（2.5％以内）の場合は見積
価格による価格点を加味（最大
2.5点）し、最終的に契約相手先
を決めている。JICA調達制度が
ある程度成熟していく中で、長ら
く業界に定着してきた、いわば
JICA独自の選定方式であったと
言える。
　もちろん、逆転も起きる。外務
省国際協力局やJICAなどの資料
によると、2016年度に２者以上
から応札があった150件のうち、
価格点を加味した案件は46％の
69件。この数字を母数として価
格で技術評価を逆転した件数は
23％の16件。同じく17年度は２
者以上の応札があった120件の34
％にあたる41件に価格点が加味
され、17件（41％）が逆転して
いる。応札総件数に占める逆転割
合は2016年度で11％、17年度で
14％という状況だ。この数値は
決して低いとは言えないだろう。
　QCBSは技術点と価格点の合計
で評価するシステムで、価格点は
これまでの方式の2.5点から「20
点」へと拡大する。それに伴い、

価格競争の激
化と業務の質
の低下などが
懸念される。
やはりその適
用範囲とスキ
ームの整理・
区分けを厳格に行っていく必要が
あるだろう。この点、なおJICA
と業界の意見交換を求めたい。
　現状は４月から一部導入を行い、
12月末までには原則的にすべて
の技術協力案件にQCBS適用を検
討していくというのが政府、
JICAのシナリオになっている。

総合評価落札方式の「教訓」

　一方、開発コンサルティング業
界からは、その適用開始にさまざ
まな懸念の声が上がっている。
　「総合評価落札方式の教訓」を
強調するのは、プランニング系コ
ンサルティング会社の経営者だ。
総合評価落札方式（以下、総落方
式）は「価格加味」の考えから導
入された制度で、これまで基礎情
報収集・確認調査などを中心に適
用されてきた。技術点と価格要素
は「80：20」とされているが、
実態は「80：５」で運用されて
いるという。
 問題はこの５点の持つ意味だ。
この経営者は「５点は非常に小さ
い数字に見えるが、技術評価で５
点の差を付けるのは容易ではない。
したがって、応札者は価格点で被
る不利益を避けるため、予定価格
の75％ラインを見据え、札を入
れてくる」と話す。もちろん、

75％の入札価格は案件全体に対
しての割合であり、25％の差額
を案件実施に必要な直接経費で賄
うことはできない。そのしわ寄せ
は必然的に人件費に及ぶわけだ。
総落方式に見られるこの“教訓”
をQCBS導入に生かしていかなけ
れば、コンサルティング会社の経
営をさらに圧迫し、その存続を危
うくしかねないと、この経営者は
危機感を募らせる。
　業界団体である（一社）海外コ
ンサルタンツ協会（ECFA）が会
員企業に実施した「収益実態調
査」（対象期間：2012年10月～
17年９月の５年間）によると、
ODA事業については収益率の悪
化が顕著になっている。さらに赤
字負担の要素が加わると、特にソ
フト系のサービス提供を主業務と
する中小コンサルティング会社は
倒れかねない。QCBS適用の範囲
は当面、対象業務を絞り込み、限
定的になる模様だが、適用案件は
総落方式に比べ、規模が大きくな
ることも予想される。それだけに、
JICAと業界はさらに意見交換を
深め、慎重な制度設計と運用を期
していくべきである。
　ECFAでは、QCBS導入の前提
条件として、①ダンピング受注防
止策の徹底、②予定価格の適正化、

2019年度の政府開発援助（ODA）予算はほぼ前年並みが確保された。開発コンサルタント業界では、
これに安堵の声を漏らす関係者もいるが、多くは脱ODA、事業領域の多様化に努めており、非ODA部
門の動向にも注意を払っている。また、予算以上に業界の関心を引いているのが、国際協力機構
（JICA）の調達制度改革の動きだ。４月から導入されるQCBS（技術・価格評価方式）は経営問題に影
響してくるだけに、不安が広がっている。

技術・価格評価方式（QCBS）導入へ
脱ODAと事業領域の多角化急ぐ開発コンサルタント

■QCBS導入による技術・価格点の変更

＜現行（企画競争）＞ ＜変更案（QCBS）＞　

価格点（2.5点） 価格点（20点）

技術点（80点）
技術点（100点）

制度改革の行方1


